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１ 連結の目的 

市では、一般会計等のほかにも、水道事業などの企業会計や、介護保険事

業や国民健康保険事業などの特別会計において、さまざまな行政サービスを

実施しています。 

また、市の会計ではないものの、明石地域振興開発や明石市産業振興財団

などの団体において、市と密接に連携協力して実施しているサービスもあり

ます。 

こうしたことを踏まえ、市全体としての総合的な財政状況等を明らかにす

るため、一般会計等以外の各会計や、市とつながりの深い団体を含めて、一

つの行政サービス実施主体とする、連結財務書類を作成しています。 

 

２ 連結の範囲 

市の全会計を連結したものを「市全体の財務書類」、これに加えて、広域

連合、地方独立行政法人、および、市の出資比率が２５％以上である第３セ

クター等を連結したものを「連結財務書類」として作成しています。 

 
 

  

 会計区分 会計名 

 

一
般
会
計
等 

 
 

 
 

 

市 
全 

体 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

連 
 

 

結 

一般会計  

特別会計 葬祭事業 

公共用地取得事業 

石ヶ谷墓園整備事業 

土地区画整理事業清算金 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

 

 地方卸売市場事業 

国民健康保険事業 

介護保険事業 

後期高齢者医療事業 

企業会計 水道事業 

下水道事業 

 

広域連合 兵庫県後期高齢者医療広域連合 

地方独立行政法人 明石市立市民病院 

第３セクター等 (財)明石市産業振興財団 

明石地域振興開発(株) 

(財)あかしこども財団 
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３ 連結の手続 

総務省から示された「連結財務書類作成の手引き」に基づき、作成してい

ます。 

連結の対象となる会計、団体間での繰入・繰出や出資などの取引は、原則

として相殺しています。 

 

４ 市全体の財務書類 

 (1)貸借対照表 

貸借対照表は、会計年度末時点における財政状態（資産・負債・純資産の

残高及び内訳）を表示したものです。 

資産は4,658億円で、47億円減少しました。これに対応するものとして、

将来返済しなければならない負債は2,268億円で、77億円減少し、返済を要

しない純資産は2,391億円で、31億円増加しました。 

 

（単位：百万円）

R03 R04 増減額 増減率 R03 R04 増減額 増減率

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 443,428 439,263 △ 4,165 △ 0.9 固定負債 213,101 205,339 △ 7,762 △ 3.6

有形固定資産 424,717 420,789 △ 3,928 △ 0.9 地方債 146,857 140,670 △ 6,187 △ 4.2

事業用資産 177,132 175,496 △ 1,636 △ 0.9 長期未払金 7,620 7,504 △ 116 △ 1.5

土地 103,486 103,443 △ 43 0.0 退職手当引当金 14,511 14,352 △ 159 △ 1.1

建物 145,105 146,746 1,641 1.1 その他 44,113 42,813 △ 1,300 △ 2.9

建物減価償却累計額 △ 80,718 △ 84,218 △ 3,500 4.3 流動負債 21,365 21,414 49 0.2

工作物 17,042 18,274 1,232 7.2 1年内償還予定地方債 15,616 15,322 △ 294 △ 1.9

工作物減価償却累計額 △ 8,112 △ 9,029 △ 917 11.3 未払金 1,477 1,557 80 5.4

建設仮勘定 329 280 △ 49 △ 14.9 賞与等引当金 1,258 1,348 90 7.2

インフラ資産 246,477 244,383 △ 2,094 △ 0.8 預り金 2,876 3,024 148 5.1

土地 96,592 98,955 2,363 2.4 その他 138 163 25 18.1

建物 15,290 15,609 319 2.1

建物減価償却累計額 △ 10,996 △ 11,254 △ 258 2.3

工作物 338,917 338,870 △ 47 0.0

工作物減価償却累計額 △ 195,874 △ 200,648 △ 4,774 2.4

建設仮勘定 2,548 2,851 303 11.9

物品 5,585 5,592 7 0.1

物品減価償却累計額 △ 4,477 △ 4,682 △ 205 4.6

無形固定資産 167 162 △ 5 △ 3.0

投資その他の資産 18,544 18,312 △ 232 △ 1.3

投資及び出資金 7,265 7,117 △ 148 △ 2.0 234,466 226,753 △ 7,713 △ 3.3

長期延滞債権 1,231 1,117 △ 114 △ 9.3

長期貸付金 443 307 △ 136 △ 30.7 【純資産の部】

基金 9,285 9,426 141 1.5 純資産 235,987 239,058 3,071 1.3

その他 320 345 25 7.8

流動資産 27,025 26,548 △ 477 △ 1.8

現金預金 12,913 12,670 △ 243 △ 1.9

未収金 1,586 1,537 △ 49 △ 3.1

短期貸付金 138 136 △ 2 △ 1.4

基金 11,606 11,444 △ 162 △ 1.4

財政基金 10,105 9,942 △ 163 △ 1.6

減債基金 1,501 1,502 1 0.1

その他 782 761 △ 21 △ 2.7 235,987 239,058 3,071 1.3

470,453 465,811 △ 4,642 △ 1.0 470,453 465,811 △ 4,642 △ 1.0資産合計 負債及び純資産合計

市全体貸借対照表

科目 科目

負債合計

純資産合計
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 (2)行政コスト及び純資産変動計算書 

行政コスト計算書及び純資産変動計算書とは、一会計期間中の費用・収益

の取引高及び一会計期間中の純資産の変動を表示したものです。 

経常行政コストの総額は1,743億円で、28億円減少しました。これに対す

る使用料・手数料などの経常収益は161億円で、1億円減少し、差引である純

経常行政コストは1,582億円で、27億円減少しました。また、臨時損失・臨

時利益を差引した純行政コストは、1,583億円で26億円減少しました。この

純行政コストに財源を加え、さらに無償所管換等を加えた31億円が純資産変

動額になります。 

本年度末純資産残高2,391億円は、前年度末純資産残高に純資産変動額を

加えたものです。 

 

（単位：百万円）

R03 R04 増減額 増減率

経常費用 177,125 174,306 △ 2,819 △ 1.6

業務費用 67,686 67,742 56 0.1

人件費 22,739 22,825 86 0.4

職員給与費 18,783 18,759 △ 24 △ 0.1

退職手当引当金繰入額等 3,956 4,066 110 2.8

物件費等 41,228 41,344 116 0.3

物件費 24,774 25,278 504 2.0

減価償却費 12,819 12,698 △ 121 △ 0.9

維持補修費等 3,635 3,368 △ 267 △ 7.3

その他の業務費用 3,719 3,573 △ 146 △ 3.9

支払利息等 3,719 3,573 △ 146 △ 3.9

移転費用 109,439 106,564 △ 2,875 △ 2.6

社会保障給付 85,482 83,263 △ 2,219 △ 2.6

補助費等 23,957 23,302 △ 655 △ 2.7

経常収益 16,209 16,146 △ 63 △ 0.4

使用料及び手数料 12,121 11,967 △ 154 △ 1.3

その他 4,088 4,179 91 2.2

純経常行政コスト △ 160,916 △ 158,160 2,756 △ 1.7

臨時損失 168 292 124 73.8

臨時利益 145 191 46 31.7

純行政コスト △ 160,939 △ 158,261 2,678 △ 1.7

財源 163,661 161,378 △ 2,283 △ 1.4

税収等 87,607 89,815 2,208 2.5

国県等補助金 76,054 71,563 △ 4,491 △ 5.9

本年度差額 2,722 3,117 395 14.5

資産評価差額 △ 1 △ 1 0 －

無償所管換等 31 △ 6 △ 37 △ 119.4

その他 0 △ 39 △ 39 －

本年度純資産変動額 2,752 3,071 319 11.6

前年度末純資産残高 233,235 235,987 2,752 1.2

本年度末純資産残高 235,987 239,058 3,071 1.3

市全体行政コスト及び純資産変動計算書

科目
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 (3)資金収支計算書 

資金収支計算書とは、一会計期間中の現金の受払いを「業務活動収支」、

「投資活動収支」、「財務活動収支」の3つの区分で表示したものです。 

行政サービスを行う中での、業務活動収支は125億円の黒字、資産形成等

に係る投資活動収支は62億円の赤字、地方債の借入・償還に係る財務活動収

支は67億円の赤字となり、本年度資金収支額は、4億円の赤字となります。 

 

（単位：百万円）

R03 R04 増減額 増減率

【業務活動収支】

業務支出 163,785 161,473 △ 2,312 △ 1.4

業務費用支出 54,240 54,882 642 1.2

移転費用支出 109,545 106,591 △ 2,954 △ 2.7

業務収入 176,722 174,005 △ 2,717 △ 1.5

臨時支出 9 4 △ 5 △ 55.6

臨時収入 0 0 0

業務活動収支 12,928 12,528 △ 400 △ 3.1

【投資活動収支】

投資活動支出 12,003 10,985 △ 1,018 △ 8.5

投資活動収入 4,798 4,755 △ 43 △ 0.9

投資活動収支 △ 7,205 △ 6,230 975 △ 13.5

【財務活動収支】

財務活動支出 16,100 15,914 △ 186 △ 1.2

財務活動収入 10,267 9,217 △ 1,050 △ 10.2

財務活動収支 △ 5,833 △ 6,697 △ 864 14.8

△ 110 △ 399 △ 289 262.7

10,177 10,067 △ 110 △ 1.1

10,067 9,668 △ 399 △ 4.0

前年度末歳計外現金残高 2,841 2,846 5 0.2

本年度歳計外現金増減額 5 156 151 3,020.0

本年度末歳計外現金残高 2,846 3,002 156 5.5

本年度末現金預金残高 12,913 12,670 △ 243 △ 1.9

市全体資金収支計算書

科目

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高



- 5 - 

５ 連結財務書類 

 (1)貸借対照表 

資産は4,834億円で、38億円減少しました。これに対応するものとして、

将来返済しなければならない負債は2,341億円で、78億円減少し、返済を要

しない純資産は2,493億円で39億円増加しました。 

 

 

（単位：百万円）

R03 R04 増減額 増減率 R03 R04 増減額 増減率

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 452,854 448,639 △ 4,215 △ 0.9 固定負債 218,706 210,748 △ 7,958 △ 3.6

有形固定資産 436,714 432,681 △ 4,033 △ 0.9 地方債 149,039 142,436 △ 6,603 △ 4.4

事業用資産 188,076 186,489 △ 1,587 △ 0.8 長期未払金 7,630 7,513 △ 117 △ 1.5

土地 111,169 111,125 △ 44 0.0 退職手当引当金 17,308 17,177 △ 131 △ 0.8

建物 150,624 152,574 1,950 1.3 その他 44,729 43,622 △ 1,107 △ 2.5

建物減価償却累計額 △ 83,056 △ 86,811 △ 3,755 4.5 流動負債 23,154 23,354 200 0.9

工作物 17,205 18,438 1,233 7.2 1年内償還予定地方債 16,197 15,808 △ 389 △ 2.4

工作物減価償却累計額 △ 8,195 △ 9,120 △ 925 11.3 未払金 2,323 2,476 153 6.6

建設仮勘定 329 283 △ 46 △ 14.0 賞与等引当金 1,575 1,677 102 6.5

インフラ資産 246,477 244,383 △ 2,094 △ 0.8 預り金 2,991 3,184 193 6.5

土地 96,592 98,955 2,363 2.4 その他 68 209 141 207.4

建物 15,290 15,609 319 2.1

建物減価償却累計額 △ 10,996 △ 11,254 △ 258 2.3

工作物 338,917 338,870 △ 47 0.0

工作物減価償却累計額 △ 195,874 △ 200,648 △ 4,774 2.4

建設仮勘定 2,548 2,851 303 11.9

物品 9,228 9,319 91 1.0

物品減価償却累計額 △ 7,067 △ 7,510 △ 443 6.3

無形固定資産 344 305 △ 39 △ 11.3

投資その他の資産 15,796 15,653 △ 143 △ 0.9

投資及び出資金 3,352 3,161 △ 191 △ 5.7 241,860 234,102 △ 7,758 △ 3.2

長期延滞債権 1,239 1,123 △ 116 △ 9.4

長期貸付金 512 412 △ 100 △ 19.5 【純資産の部】

基金 10,373 10,612 239 2.3 純資産 245,363 249,302 3,939 1.6

その他 320 345 25 7.8

流動資産 34,369 34,765 396 1.2

現金預金 18,749 19,266 517 2.8

未収金 3,145 3,206 61 1.9

短期貸付金 14 12 △ 2 △ 14.3

基金 11,606 11,444 △ 162 △ 1.4

財政基金 10,105 9,942 △ 163 △ 1.6

減債基金 1,501 1,502 1 0.1

その他 855 837 △ 18 △ 2.1 245,363 249,302 3,939 1.6

487,223 483,404 △ 3,819 △ 0.8 487,223 483,404 △ 3,819 △ 0.8資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表

科目 科目

負債合計

純資産合計
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 (2)行政コスト及び純資産変動計算書 

経常行政コストの総額は2,243億円で、15億円減少しました。これに対す

る使用料・手数料などの経常収益は254億円で、6億円増加し、差引である純

経常行政コストは1,989億円で前年度から21億円の減少となりました。また、

臨時損失・臨時利益を差引した純行政コストは、1,990億円で20億円減少し

ました。この純行政コストに財源を加え、さらに無償所管換等を加えた39億

円が純資産変動額になります。 

本年度末純資産残高2,493億円は、前年度末純資産残高に純資産変動額を

加えたものです。 

 

（単位：百万円）

R03 R04 増減額 増減率

経常費用 225,780 224,249 △ 1,531 △ 0.7

業務費用 79,403 78,883 △ 520 △ 0.7

人件費 28,202 28,396 194 0.7

職員給与費 23,683 23,850 167 0.7

退職手当引当金繰入額等 4,519 4,546 27 0.6

物件費等 45,068 45,033 △ 35 △ 0.1

物件費 27,873 28,238 365 1.3

減価償却費 13,463 13,353 △ 110 △ 0.8

維持補修費等 3,732 3,442 △ 290 △ 7.8

その他の業務費用 6,133 5,454 △ 679 △ 11.1

支払利息等 6,133 5,454 △ 679 △ 11.1

移転費用 146,377 145,366 △ 1,011 △ 0.7

社会保障給付 85,483 83,263 △ 2,220 △ 2.6

補助費等 60,894 62,103 1,209 2.0

経常収益 24,788 25,385 597 2.4

使用料及び手数料 12,121 11,983 △ 138 △ 1.1

その他 12,667 13,402 735 5.8

純経常行政コスト △ 200,992 △ 198,864 2,128 △ 1.1

臨時損失 169 295 126 74.6

臨時利益 146 192 46 31.5

純行政コスト △ 201,015 △ 198,967 2,048 △ 1.0

財源 204,051 202,957 △ 1,094 △ 0.5

税収等 110,902 113,679 2,777 2.5

国県等補助金 93,149 89,278 △ 3,871 △ 4.2

本年度差額 3,036 3,990 954 31.4

資産評価差額 △ 1 △ 1 0 －

無償所管換等 5 △ 6 △ 11 △ 220.0

比例連結割合変更に伴う差額 0 △ 5 △ 5 －

その他 0 △ 39 △ 39 －

本年度純資産変動額 3,040 3,939 899 29.6

前年度末純資産残高 242,323 245,363 3,040 1.3

本年度末純資産残高 245,363 249,302 3,939 1.6

連結行政コスト及び純資産変動計算書

科目
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(3)資金収支計算書 

行政サービスを行う中での、業務活動収支は140億円の黒字、資産形成等

に係る投資活動収支は66億円の赤字、地方債の借入・償還に係る財務活動収

支は70億円の赤字となり、本年度資金収支額は、4億円の黒字となります。 

 

（単位：百万円）

R03 R04 増減額 増減率

【業務活動収支】

業務支出 211,609 210,508 △ 1,101 △ 0.5

業務費用支出 65,127 65,115 △ 12 0.0

移転費用支出 146,482 145,393 △ 1,089 △ 0.7

業務収入 225,632 224,505 △ 1,127 △ 0.5

臨時支出 8 4 △ 4 △ 50.0

臨時収入 0 0 0

業務活動収支 14,015 13,993 △ 22 △ 0.2

【投資活動収支】

投資活動支出 13,153 11,959 △ 1,194 △ 9.1

投資活動収入 5,153 5,327 174 3.4

投資活動収支 △ 8,000 △ 6,632 1,368 △ 17.1

【財務活動収支】

財務活動支出 16,550 16,528 △ 22 △ 0.1

財務活動収入 10,524 9,529 △ 995 △ 9.5

財務活動収支 △ 6,026 △ 6,999 △ 973 16.1

△ 11 362 373 △ 3,390.9

15,934 15,904 △ 30 △ 0.2

△ 20 △ 2 18 △ 90.0

15,903 16,264 361 2.3

前年度末歳計外現金残高 2,841 2,846 5 0.2

本年度歳計外現金増減額 5 156 151 3,020.0

本年度末歳計外現金残高 2,846 3,002 156 5.5

本年度末現金預金残高 18,749 19,266 517 2.8

連結資金収支計算書

科目

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額
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６ 一般会計等との比較 

 

（1）貸借対照表について 

資産や負債の規模を比較するため、一般会計等との倍率による分析を行

います。 

構成比で最も高い有形固定資産について、一般会計等で2,854億円、市全

体で4,208億円、連結で4,327億円となっています。一般会計等に比べ、市

全体で1.5倍となっており、これはおもに水道事業、下水道事業会計で、浄

水・配水・処理施設や管路などの設備を保有していることによるものです。 

また、連結も同倍率ですが、これは、市民病院の施設や設備、あかしこ

ども財団の「西日本こども研修センターあかし」など、複数の有形固定資

産を計上するものの、資産額が水道・下水道などの事業と比較して僅少な

ためです。 

一方、負債合計について、一般会計等では、1,408億円、市全体では、

2,268億円、連結では、2,341億円となっています。一般会計等と比べ、市

全体で1.6倍、連結で1.7倍となっています。 

 

(単位:百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

285,417 90.8% 420,789 90.8% 1.5 432,681 89.5% 1.5

事業用資産

　土地 100,090 - 103,443 - 1.0 111,125 - 1.1

　建物 143,913 - 146,746 - 1.0 152,574 - 1.1

　建物減価償却等累計額 △ 81,939 - △ 84,218 - 1.0 △ 86,811 - 1.1

　工作物 18,211 - 18,274 - 1.0 18,438 - 1.0

　工作物減価償却累計額 △ 9,000 - △ 9,029 - 1.0 △ 9,120 - 1.0

　建設仮勘定 280 - 280 - 1.0 283 - 1.0

インフラ資産

　土地 87,174 - 98,955 - 1.1 98,955 - 1.1

　建物 5,526 - 15,609 - 2.8 15,609 - 2.8

　建物減価償却累計額 △ 4,088 - △ 11,254 - 2.8 △ 11,254 - 2.8

　工作物 57,360 - 338,870 - 5.9 338,870 - 5.9

　工作物減価償却累計額 △ 35,840 - △ 200,648 - 5.6 △ 200,648 - 5.6

　建設仮勘定 2,851 - 2,851 - 1.0 2,851 - 1.0

物品 5,293 - 5,592 - 1.1 9,319 - 1.8

物品減価償却累計額 △ 4,414 - △ 4,682 - 1.1 △ 7,510 - 1.7

無形固定資産 70 0.0% 162 0.0% 2.3 305 0.1% 4.4

12,762 4.1% 18,312 4.1% 1.4 15,653 3.2% 1.2

16,166 5.1% 26,548 5.1% 1.6 34,765 7.2% 2.2

314,415 100.0% 465,811 100.0% 1.5 483,404 100.0% 1.5

124,770 39.7% 205,339 39.7% 1.6 210,748 43.6% 1.7

15,999 5.1% 21,414 5.1% 1.3 23,354 4.8% 1.5

140,769 44.8% 226,753 44.8% 1.6 234,102 48.4% 1.7

173,646 55.2% 239,058 55.2% 1.4 249,302 51.6% 1.4

314,415 100.0% 465,811 100.0% 1.5 483,404 100.0% 1.5

貸借対照表　一般会計等との比較

一般会計等 A 市全体 B 倍率
B/A

連結 C 倍率
C/A

有形固定資産

投資その他の資産

流動資産

資産合計

固定負債

流動負債

負債合計

純資産

負債及び純資産合計
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（2）純資産比率 

純資産比率とは、資産総額に対する純資産の割合、すなわち、将来返

済を要しない財源により資産を形成した割合を示す指標で、数値が高い

ほど財政状態が健全であると言われています。 

一般会計等で55.2％、市全体で51.3％、連結で51.6％となっています。 

一般会計等と比べ、市全体で率が低いのは、下水道事業や水道事業を

はじめとする企業会計では、将来の使用料収入によって償還していくこ

とを前提に市債を活用することにより、負債の比率が高くなるためです。 

連結については、市全体とほぼ同率となっています。 

(単位：百万円)

一般会計等 市全体 連結

資産合計 Ａ 314,415 465,811 483,404

純資産合計 Ｂ 173,646 239,058 249,302

純資産比率 Ｂ／Ａ 55.2% 51.3% 51.6%

純資産比率の比較

 

 

（3）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

 有形固定資産減価償却率とは、償却資産の取得価額等に対する減価償却

累計額の割合を示す指標です。これは、資産の減価償却がどの程度進んで

いるかを指標化したもので、これにより、その資産の経年の程度を把握す

ることができます。当該比率は、公共施設等の除却・更新等により改善

（低下）することから、公共施設マネジメントを行う上で有用な指標とさ

れています。 

（単位：百万円）

一般会計等 市全体 連結

建物（事業用）　Ａ 143,913 146,746 152,574

建物（事業用）減価償却累計額　Ｂ 81,939 84,218 86,811

56.9% 57.4% 56.9%

建物（インフラ資産）　Ｃ 5,526 15,609 15,609

建物（インフラ資産）減価償却累計額　Ｄ 4,088 11,254 11,254

建物（インフラ資産）有形固定資産減価償却率　Ｃ／Ｄ 74.0% 72.1% 72.1%

工作物（事業用）　Ｅ 18,211 18,274 18,438

工作物（事業用）減価償却累計額　Ｆ 9,000 9,029 9,120

工作物（事業用）有形固定資産減価償却率　Ｅ／Ｆ 49.4% 49.4% 49.5%

工作物（インフラ資産）　Ｇ 57,360 338,870 338,870

工作物（インフラ資産）減価償却累計額　Ｈ 35,840 200,648 200,648

工作物（インフラ資産）有形固定資産減価償却率　Ｇ／Ｈ 62.5% 59.2% 59.2%

建物（事業用）有形固定資産減価償却率　Ｂ／Ａ

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）の比較

 


